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3河 川の公益的機能評価
(1)河川の公益的機能 と経済的価値
河川の公益的機能の評価 を計量的に行 うためには,公益的機能が どのような
経済的価値(便 益)を 生み出すかを的確に捉え,適 正な評価手法を適用するこ
とが重要である。
環境の経済的価値の分類については確定 したものは未だみられないが,こ こ
ではTurneretal.(1994),栗山(1997)および鷲田(1999)に基づ き整理する。
これらの価値分類は,ま ず環境の利用形態の観点から利用価値(Usevalue)と
非利用 価値(Non-usevalue)に大別 され る(非 利用価 値 は受動 的利用価値
(Passiveusevalue)とも呼ばれる)。利用価値は,さ らに水の飲料水利用や水
産資源の採取 など自然資源の直接的消費に基づ く直接利用価値(Directuse
value)と,レクリェ・…一ション利用や水源酒養など自然資源のス トックから提供
されるサー ビスを利用することによる間接利用価値(lndirectusevalue)があ
る。鷲田(1999)は上述の利用価値を直接利用価値,直 接利用価値を自然資源価
値 と呼んでいるが,その意味する内容は上述 した内容 と同じであると思われる。
また非利用価値 としては存在価値(Existencevalue)がもっとも典型的なもの
であり,これはある環境を実際に利用する可能性が無いが,あ る環境が存続す
ることに対 して人々が選好 を表明することにより形成されるものである。さら
に最近の議論では利用価値 と非利用価値の中間的な性質を持つもの としてオプ
ション価値(Optionvalue)あるいはオプション利用価値(Optionusevalue)
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と遺贈価値(Bequestvalue)がある。オプション価値 とは現時点において環境
に利用価値 を見出せないが,将 来において利用可能な選択肢 として環境 を保全
することを選好することによる価値であ り,遺贈価値 とは将来世代の利用可能
な選択肢 として環境を保全することを選好することによる価値である。
以上のような価値分類 と河川の公益的機能 との対応は,特 に存在価値 につい
ては河川環境の総体に対する選好に基礎付けられると考えられることから一般
に特定の公益的機能に関係付けることは難 しく,オ プション価値および遺贈価
値については利用価値を生み出す機能にほぼ対応 させることが可能 と考えられ
る。一方,利 用価値 との対応では,自 然(水 質)浄 化機能 については各種用水
利用 と水産資源利用の便益が考えうることか ら直接利用価値 を関連付けること
ができるが(た だ し,自然浄化機能による環境全体の保全については適当では
ない),その他の公益的機能については間接利用価値 としてその便益を捉 える
ことが妥当であると考えられる。すなわち,近 年行われている多自然型河川工
法などによる河川環境改善は,河 川という自然資源のス トックか らのサービス
を確保 しようとするものであると考えることができる。
(2)河川の公益的機能評価の方法
近年の環境の経済的評価では,非利用価値に対する重要性の認識の高まりを
反映して,人 々の選好(個 人的選好)を 基礎 とした評価方法(選 好依存型評価
方法)の 比重が増 している。さらにこのような評価方法は,選 好を実際的な費
用や市場価格を用いて捉える顕示的選好評価法(RP法:RevealedPreference
methods)と,個々人の選好か ら直接評価額 を求める表明選好評価法(SP法l
StatedPreferencemethods)に分けられるが,環 境の経済的評価の意義が良好
な環境を保全することに対する人々の選好の強さ(大 きさ〉を評価することな
どにあるためSP法 による評価が多 くなっている。
SP法の代表的な もの としては仮想評価法(CVM:Contingentvaluation
method)とコンジョイント分析(Conjointanalysis)がある。CVMは 環境変
化の方向 と対策などを評価者に提示 し,その仮想的な市場において評価者の支
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払い意志額(WTP:Willingnesstopay)あるいは受 け取 り意志額(WTA:
Willingnesstoacceptcompensation)をアンケー ト調査 などによ り直接 的に
評価者から求めることで評価を行う手法であ り,コ ンジョイント分析はCVM
では困難であった環境の多属性評価 を部分効用により属性 ごとの部分評価 を試
みることが可能な手法である。一方,RP法の代表的なものとしてはレクリェー
ション地などの旅行 目的地までの移動費用 と時聞価値か ら需要関数を推定 し消
費者余剰を計測する旅行費用法(TCM:TravelCostmethod)と,地価な ど
の資産価格を従属変数 とし環境要因や社会経済的要因を独立変数 としたヘ ドニ
ック価格 関数 を推定 して環境 要因の限界価値 を推 定す るヘ ドニ ック価格法
(HPM:HedonicPricemethod)が代表的な手法である。 しか し,RP法 で
は市場価格に対する選好の変化に基づいて評価が行われるため利用価値 につい
てしか評価できないが,SP法は非利用価値についても評価で きる手法である。
さて,河川の公益的機能による便益評価 をどのように考えるべ きかであるが,
前述のように公益的機能の総体 としては非利用価値をもち,分 類定義 した各機
能からは直接 ・間接利用価値が もたらされる。重要な点は評価の 目的である。
現在良好 な河川環境 の保全 を目的 として非利用価値 を重視するのであれば
CVMや コンジョイン ト分析が有用であるが,河 川改修事業実施の妥当性評価
を目的とし,かつ レクリェーション利用の機会増加が見込まれるような場合に
は間接利用価値の増加を計測することで十分な場合 もあり,この場合は事業の
有効性(費 用対便益)あ るいは事業実施の妥 当性が評価 され うるのであれば
TCMな どのRP法 による便益評価 も有用であるが,前 述のように人々の選好
を評価 に反映させるのであれば萩原他(1998)による離散的選択モデルに基礎を
置 く水辺利用モデルが有用であると考えられる。そこで以下には,河 川改修事
業の事前評価のケーススタディとしてCVMの 適用例と同一河川に対する離散
的選択モデルに基づ く水辺利用モデルの分析を行う。
(3)CVMによる河川の公益的機能評価
CVMに よる河川の公益的機能評価のケーススタディとして,平 成10年度に
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北海道小樽土木現業所が実施 した勝納川計画調査(治水経済調査)を取 り上げ,
その概略を述べる1)。対象河川である勝納川は,小 樽市街地を貫流する最大の
河川で,上 流には水道専用ダムである奥沢水源池をもち,流 路延長10.5km,流
域面積32.1㎞fの河川である。奥沢水源池より下流域 は小樽港に流入するまでの
約4.4kmの問は両岸が直立護岸のいわゆるコンクリー ト三面張 りの河川で,親
水性 に極めて乏 しく,また落差工が多 く設置 されていることより魚類の遡上を
困難としている。このような状況に対して市民の問か らも河川環境の改善可能
性 に対する要望 ・意見が表明されてお り,河川管理者である北海道小樽土木現
業所が魚道整備 を含めた河川環境改善事業(勝 納川再生事業)の 計画策定に際
して事業効果の事前評価の一部 として本調査を行っている。
CVM調査 は,NOAAガ イ ドラインに従い住民投票方式 を採用 し,調査員
により直接訪問面談形式で実施された(訪 問件数809件,有効 回答数401件)。
付け値情報は2回 の予備調査 に基づき付け値提示額を決定 し(表2),二段階
二項選択方式(Double-boundeddichotomouschoice)の質問票により得 られ
ている。つまり,ダブルバウンド住民投票方式(Double-boundedreferendum)
のCVM調 査である。この方式は被験者にある付け値額(1stbid)を提示 し,そ
の額 を受け入れるか否かを尋ね,yesと回答すればそれよ り高い額(2ndup-
bid)を,noと回答すれば低い額(2nddown-bid)をさらに提示 し,そ の諾否 を
問う方式である。 また,支 払方法は税 表
2付 け値提示額
金であり年間X円 の税額を付け値とし
2ndup-bid2nddown-bid
て提示 している。ただ し,税の性質 と
しては当該事業に拠出される目的税 と
してお り,提示額の受け入れに対する
可処分所得の変化についても記述され
ているが,税 収中立や徴収期間につい
lstbid
¥1,000
¥3,000
¥6,000
¥10,000
¥20,000
¥2,000
¥6,000
¥12,000
¥20,000
¥40,000
¥500
¥1,500
¥3,000
¥5,000
¥10,000
1)本調査に対して調査データの利用 ・分析結果の提示等に関して小樽土木現業所か
ら承諾を頂いた。ここに謝意を表する。
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ての記述 は無い。 また,事 前評価のため現状の河川の写真と改修後のイメージ
図による情報提供 も行っている。
CVMにおいて提案 されている環境変化は,再 生事業の実施 による環境改善
であ り,この環境変化 に対する支出(WTP)を 求めていることより補償余剰
WTPを問うものである。
提示額に対する合意率(提 示額 表3合 意 率
に対 して支払いを承諾した率)を
表3に 示す。ダブルバウンド方式
のCVMで は,下 方バイアス と呼
ばれる回答者が最初の提示額をプ
ロジェク トに必要な平均的な費用
として捉え,2回 目の提示額で高
い金額を占めすと必要以上の負担
を迫られると考え2回 目の提示額
を拒否する傾向が指摘 されている
(Cameron&Quiggin(1994)〉。
矢部他(1999)は提示額に対する合
2nd提 示 額
down-bid
2ndlstbid
up-bid
¥500
¥1,000
¥2,000
¥1,500
¥3,000
¥6,000
¥12,000
¥5,000
¥10,000
¥20,000
¥40,000
36.4%
36.0%
23.9%
44.7%
30.2%
73.2%
76,7%
69.5%
43.9%38.6%
38.9%
39.7%
31.2%35.5%
58.3%
意率が2nddown-bid<1stbid<2ndup-bidの関係を満足 しない とき下方
あるいは上方バ イアスが存在する可能性があるとしてこれを1つ の判別式とし
ている2)。これに基づき本調査の合意率をみると,判 別式の2つ の不等号関係
との整合性をみられる提示額設計になっていないが,提示額¥3,000と¥10,000
では判別式の左の不等号関係 を満足 してお り,¥20,000では右の不等号関係 を
満足 しているが¥6,000ではこの関係は満たされていない。 このことより,下
方バイァスを含むサンプルが含 まれていることが示唆される(し か し,以下で
は他の提示額におけるバイアスの存在 を判定 しかねるため最初の提示額は2回
2)矢 部他(1999)では,さ らにこの判別式のみではバ イアスの存在 を確認で きない場
合 もあることか ら提示額バ イアス関数を定義 し,こ れをモデルに適用 して提示額
バイアスの影響を除去する方法 を提案 している。
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目の提示額に影響を与 えないという仮定のもとに推定を行 う)。
● シングルバウンドモデル
まず,最初の提示額を使用 してシングルバウンド(SB)モデルの推定を行う。
CVM調査票では,勝 納川再生事業により親水活動,サ ケの遡上が可能にな
る,景観が改善されるなど環境が改善されるとしていることか ら,勝納川再生
事業により河川環境 はQoからQ1へと改善される。 この とき回答者に提示され
る負担額をT円 とし,回答者の所得をM円,社 会経済的属性ベク トルをZと
し,回 答者の間接効用関数を σとするとランダム効用理論により効用関数は
観察可能な確定項Vと 未知の効用部分である確率項 εに分 けられ,そ の線形
性 を仮定すると次式 となる。
U=V(Q,Z,M)+ε
この とき回答者が提示額の負担 を承諾する確率は,
Pr[Yes]=Pr[V(Q,,Z,M-T)+ε1>V(Qo,Z,M)+εo]
=Pr[△V>εo一 ε1]
=1-0(Z ,7「)
(1)
(2)
となる。 こ こで △Vは 効 用 の確 定項 の差 で,Gは 分布 関数 で ある。確 率項 の
分布 に独 立同分布(IID:independenceandidenticallydistributed)のガ ンベ
ル分布 を仮 定す る とその差 はロ ジス ティ ック分布 に従 うことか ら二項 ロジ ッ ト
モデ ルが導出 され,
1P
r[Yes]=(3)1+
exp(一△「Pつ
が得 られ る。最 初 の提 示額 にYesと 回答す る と き1と なる ダ ミー変 数 をdY,
Noと 回答す るとき1と な るダ ミー変数 をdNと す る と,対 数尤度 関数lnLは,
lnL=Σ{dYlnPr.[Yes]+dNlnPr[N・コ}(4)
として与 えられる。ここで△Vの 関数形 として対数線形関数 を仮定 して最尤
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推定法によりパ ラメータを推定する。
△V=a-blnT (5)
勝納川計画調査報告書では,社 会経済的属性ベク トルをZと して調査票の
回答データか ら河川改修工法の認知,河 川の認知,訪 問の有無,性 別,年 齢,
家族数および居住場所 として河川か ら2km圏内か圏外かのダミー変数を使用 し
てパラメータ推定を行ってお り,居住場所以外の変数ではパラメータの符号条
件およびt値 か ら統計的有意性が得 られていない。 また同報告書では,居 住地
が河川か ら2km圏内のサンプルと2㎞圏外のサンプルを分けてWTPの 推定も
行ってお り,2km圏内居住者の方が2倍 ほどWTPが 大 きく推定 されている3)。
このことを踏まえ,こ こでは提示額のみを変数として使用 し推定を試みた結果
を表4に 示す。表か ら明らかなように,ど のケース もWTP中 央値は非常に小
さく,WTP平 均値は最大提示額に近い値である。また2km圏内のサンプルに
よる推定ではパラメータの有意性 も得 られていない。 このことから1回 目の提
示額では回答者のWTPの 推定が困難である。
表4シ ングルバウンドモデル推定結果
サンプル全体 2k皿圏内サ ンプル 2km圏外サ ンプル
Parametert-ratioParametert-ratioParametert-ratio
α 5.790916.153092.389161.489697.830366.38481
6 一〇.66888-6.13536 一〇.20707-1.11844 一〇.94315-6.57012
サンプル数 401 131 270
対数尤度 一256.632 一84.2716 一159,765
WTP(中央値) 0.000173797 9.75327E-06 0.000247938
WTP(平均値) 39951.91284 39443ユ2372 39957.24806
● ダブルバウン ドモデル
次にダブルバウン ド(DB)モデルによるWTP推 定を試みる.DBモ デル
3)ダ ブルバウン ドモデルによる推定結果 において。
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では2回 目の提示 額 をTL(2nddown-bid),Tσ(2ndup-bid)として表現 す る。
DBモ デルで は回答パ ター ンは4パ ター ンあ り,最 初の提示 額 に合 意 して,2
回 目の提 示額 に合 意す る場合 と しない場合,最 初 の提 示額 に合 意せず に2回 目
の提示 額 に合意す る場合 としない場合 の4パ ター ンであ る。 ここで 回答者 の真
のWTPをWTP*と して表 現す る と各 回答パ ター ンの確 率 は次 の よ うに表 さ
れる(Hanemannetal.(1991))。
Pr[Yes/}res]=1)}iY=・Pr[T≦アVTI)",7'σ≦WTP]
=Pr[T≦17VTPtSl7「ひ≦ ア「TI)"]Pr[コ「σ≦ ア「コ甲]
=Pr[TU≦lJ71ZTIPk]=1-0(Z,7'ひ)
Pr[ハ7∂/'No]=P八w=Pr[7'>1?IZTI)",7'乙>M7Tpp]
=0(Z ,TL)
Pr[Yes/tNo]=P】ifV=Pr[7'≦ア「TIPk<Tひ]
=0(Z ,Tひ)-0(Z,T)
Pr[ハ1∂/Yes]=Pvy=Pr[TLs;ア「Tps<T]
=0(Z ,T)-0(Z,T乙)
(6)
(7)
(8)
(9)
各 パ ター ンの回答 を示す ダ ミー変数 をdYy(つ ま り回答 者が2回 の提示 額
と も合 意す る場合 に1と なる),dNN,dYN,dNyする と,対 数尤 度関数lr広は,
lnL=Σ[dYYInPyy+dlVIVInPsw+dYNInP〕w+dWYInPi>Y](10)
となる。 ここで も△VO関 数形 として(5)式の対数線形関数を仮定 して提示額
のみを変数 として使用 し最尤推定法によりパラメ …ータを推定する。表5に 推定
結果 を示す。
DBモデルによる推定結果は良好でパラメータは有意である。サ ンプル全体
による推定ではWTP中 央値は約4,979円,平均値が約9,686円である。 また,
居住地別の推定では2km圏内サ ンプルのWTP中 央値 は約6,497円,平均値が
約13,114円で,2km圏外サンプルのWTP中 央値は約4,595円,平均値が約8,262
円と推定され,河 川に近い場所に居住する人ほど多 く費用負担する意志が確認
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できる。 このことは本CVM調 査が対象とする便益が前述 したように利用価値
を計測 していることからも妥当なことであると思われる。すなわち,景 観であ
れ親水活動であれ河川に近いほど利用機会が多いと考えられることから年間の
費用負担額としては近距離に居住する人のほうが高いと予想されるのである。
表5ダ ブルバウンドモデル推定結果4)
サンプル全体 2km圏内サンプル 2km圏外サ ンプル
Parametert.ratioParametert-ratioParametert-ratio
o 10.488420.00258.268610.350712。113816.8253
∂ 1.232119.77950.941810.01601.436516.6452
サ ンプル数 401 131 270
対数尤度 一662.617 一222.909 一430.531
WTP(中央値) 4,978.79 6,497.25 4,594.93
WTP(平均値) 9,686.48 13,114.39 8,262.05
現状の勝納川では,親水活動などを行うことはできないし,河川敷 も存在 し
ないため,現 状の利用 としては河川に沿った道路や橋か ら川を眺める程度の利
用 しかで きない。このため,利 用頻度などを求めることも不可能であるので,
1回の利用あた りの負担額として比較することも困難であるため,こ こでは定
性的な評価にとどめる。
次に,推 定されたWTPは1世 帯の便益額として推定されているため,総 便
益額は受益世帯数を乗 じることで算出される。 このとき算出に使用される便益
額は図10～図12に示す ようにWTP中 央値を用いることは半数の人が合意する
額であ り,合意形成を図るための値 としては適当な性質をもつものである。問
題は受益世帯数である。推定された便益は河川の利用 に伴ない発生する便益で
4)勝 納川計画調査報告書では,サ ンプル全体について提示額のほかにこの居住地に
関するダミー変数 も使用 して推定してお り,WTP値 の推定では2km圏内外のサ
ンプル比率 を使用 し,WTP中 央値で約5,122円,WTP平均値で約10,384円と
推定されている。また,居 住地別の推定では提示額のみ使用 し2km圏内サ ンプル
のWTP中 央 値 は約8,244円,平均 値 が約14,804円で,2km圏 外 サ ンプルの
WTP中 央値 は約3,902円,平均値が約7,994円と推定 されている。
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WTP推定
あるため,ど の程度の世帯が環境改善
により当該河川を利用することになる
1.O
のかを推定 しなければならないが,本
.8
CVM調査データか らこれを推定する
.6
ことは困難であるので,便 宜的にここ
.4
では小樽市内のすべての世帯が年間1
.2
回以上環境改善後に河川利用があると
。0
0800016000240003200040000仮定 し,サ ンプル全体で推定した値を
提纈 用いて全世帯数を乗 じると過大評価で
図122km圏内サンプルを対象とした はあ るがWTP中 央 値 を下 限値,
WTP推定WTP平 均値 を上限値 として約3億 ～
5億85百万円の便益が発生することになる。
さらに,勝納川再生事業の総事業費が約20億円,年間維持管理費がその0.5%,
施設の耐用年数が50年として年利率4%を 用いて年間の平均費用は94百万円と
試算 されてお り,これと総便益額 との比較により費用対便益で投資が妥当であ
るとの判断を勝納川計画調査報告書では行っている。 しかしなが ら,本調査の
時点では事業の詳細なメニューまで検討が進んでおらず,そ のため回答者が事
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業の内容 と実現性等に疑問を抱 きなが ら回答 している観が拭いきれない。
そのため,事 業計画の進行 とともに受益者の推定などを含めた追加的な調査
が必要と思われる。
